
令和７年度介護保険制度改正による変更点　　 

●ｐ２２、ｐ２３ 

「介護予防・生活支援サービス事業」→「活動事業（第１号事業）」 

 

　改正日：令和７年４月１日 

 

 

●ｐ２６　 

　居住費・食費の基準費用額（１日あたり） 

（）内の金額は、介護老人福祉施設に入所した場合または短期入所生活介護を利用した場合の額です。 

＜＞内の金額は、「その他型」もしくは「療養型」の介護老人保健施設または「Ⅱ型」の介護医療院 

²における多床室（療養室の床面積が８ｍ ／人以上に限る）を利用した場合の額です。 

 

　改正日：令和７年８月１日 

 

 

●ｐ２６ 

　居住費・食費の自己負担限度額（１日あたり） 

 

　改正日：令和７年８月１日 

 

 居住費（滞在費）

食費  ユニット型 

個室

ユニット型 

個室的多床室
従来型個室 多床室

 

２，０６６円 １，７２８円
１，７２８円 

（１,２３１円）

４３７円 

（９１５円） 

＜６９７円＞

１，４４５円

 
利用者 
負担

段階

所得の状況
預貯金等の 

資産の状況

居住費（滞在費） 食費

 ユニット型 

個室

ユニット型 

個室的多床室
従来型個室 多床室 施設

 

２

世
帯
全
員
が
住
民
税
非
課
税

前年の合計所得金額＋ 

年金収入額が 

８０．９万円以下の方

単身： 

６５０万円以下 

夫婦： 

１,６５０万円以下

８８０円 ５５０円
５５０円 

(４８０円)
４３０円

３９０円 

【６００円】

 

３－①

前年の合計所得金額＋ 

年金収入額が 

８０．９万円超１２０万円 

以下の方

単身： 

５５０万円以下 

夫婦： 

１,５５０万円以下

１,３７０円 １,３７０円
１,３７０円 

(８８０円)
４３０円

６５０円 

【１,０００円】



●ｐ２７　 

自己負担の限度額（月額） 

 

改正日：令和７年８月１日 

 

 

●ｐ２７ 

　７０歳以上の方・後期高齢者医療制度の対象者 

 

改正日：令和７年８月１日 

 

 

●ｐ２９ 

　所得段階別介護保険料 

 

　改正日：令和７年４月１日

 区分 限度額

 世帯全員が住民税非課税 ２４，６００円（世帯）

 
・老齢福祉年金受給者の方 

・前年の合計所得金額＋課税年金収入額が８０．９万円以下の方等

２４，６００円（世帯） 

１５，０００円（個人）

 区分 限度額

 低所得者（住民税非課税世帯の方） ３１万円

 世帯の各収入から必要経費・控除を差し引いたときに所得が 

０円になる方（年金収入のみの場合８０．６７万円以下の方）
１９万円

 所得段階 対象となる方 調整率 保険料(年額)

 

第１段階

・生活保護受給者の方 

・世帯全員が市民税非課税の方で、老齢福祉年金受給者 

・世帯全員が市民税非課税の方で、前年の合計所得金額と 

課税年金収入額の合計が８０．９万円以下の方

基準額× 

0.285
１８，４６０円

 
第２段階

世帯全員が市民税非課税の方で、前年の合計所得金額と 

課税年金収入額の合計が８０．９万円超１２０万円以下の方

基準額× 

0.485
３１，４２０円

 

第４段階

世帯の誰かに市民税が課税されているが、 

本人は市民税非課税の方で、 

前年の合計所得金額と課税年金収入額の合計が 

８０．９万円以下の方

基準額× 

0.9
５８，３２０円

 

第５段階

世帯の誰かに市民税が課税されているが、 

本人は市民税非課税の方で、 

前年の合計所得金額と課税年金収入額の合計が 

８０．９万円超の方

基準額 ６４，８００円


